
都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通

知の発出状況に定義されている対象分野)

広島県 広島市 34100 1
広島市価格高騰重点支援給付金(非課税世帯分)【物

価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　128341世帯×70千円　　のうちR６

計画分

④R５年度分の住民税非課税世帯　（128341世帯）

－ R5.12 R6.6 189,280
対象世帯に対して令和6年1月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 2
広島市価格高騰重点支援給付金(非課税世帯以外分)

【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　13869世帯×100千円、令和６年度

非課税化世帯　14383世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化

世帯　5231世帯×100千円、子ども加算　20403人×50千円、定額減

税を補足する給付の対象者　342172人　(7944410千円）　　のうちR

６計画分

事務費　719253千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（33483世帯）、定額減税を補足す

る給付の対象者数（342172人）

－ R6.2 R7.3 5,943,153
対象世帯に対して令和6年7月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 6 No.2事業（事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付に係る事務費

③事務費　29,053千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（32476世帯）、定額減税を補足す

る給付の対象者数（325539人）

－ R6.2 R7.3 29,053
対象世帯に対して令和6年7月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 7 令和６年度広島市価格高騰重点支援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　127394世帯×30千円、子ども

加算　13785人×20千円　　のうちR６計画分

事務費　80095千円

事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　とし

て支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（127394世帯）

－ R7.1 R7.4以降 4,177,615
対象世帯に対して令和7年1月までに支給を開始す

る
ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 11

マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービ

スによる各種証明書交付手数料の減免事業【臨時の

措置】

①証明書のコンビニ交付サービスにおける各種証明書（所得証明書を

除く）の交付手数料を100円減免することにより、エネルギー・食料

品価格等の物価高騰の影響を受けた市民の消費の下支えを図る。

②地方公共団体情報システム機構へ支払う委託手数料： 48,015千円

③地方公共団体情報システム機構へ支払う委託手数料：＠117円

R6年度コンビニ交付通数（見込）　410,379通

④マイナンバーカードを利用してコンビニで各種証明書（所得証明書

を除く）を発行する全市民

③消費下支え等を通じた生活者支援 R6.4 R7.4以降 48,015

減免後のコンビニ交付サービスによる各種証明書

の発行通数：

410,379通

広島市ホームページ、チラシ、区役所等の窓口に

設置されたモニターに広告を表示
対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 12

マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービ

スによる各種証明書交付手数料の減免事業（所得証

明書分）【臨時の措置】

①証明書のコンビニ交付サービスにおける所得種証明書の交付手数料

を100円減免することにより、エネルギー・食料品価格等の物価高騰

の影響を受けた市民の消費の下支えを図る。

②地方公共団体情報システム機構へ支払う委託手数料：3,777千円

③地方公共団体情報システム機構へ支払う委託手数料：＠117円

R6年度コンビニ交付通数（見込）　32,276通

④マイナンバーカードを利用してコンビニで所得証明書を発行する全

市民

③消費下支え等を通じた生活者支援 R6.4 R7.4以降 3,777

減免後のコンビニ交付サービスによる所得証明書

の発行通数：

32,276通

広島市ホームページ 対象分野に関連しない



広島県 広島市 34100 13
公益財団法人等への追加措置（神田山荘）【臨時の

措置】

①物価高騰に伴う人件費及び光熱水費の増額の影響を緩和するため、

運営事業費の不足を補助する。

②追加措置する補助金

③委託料（人件費）の増：23,889千円

光熱水費の増：12,101千円

合計：35,990千円

④広島原爆被爆者療養研究センター（神田山荘）

※その他の公益財団法人に対しても、光熱費高騰の影響が認められる

場合は必要に応じて追加措置を行う。

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R6.4 R7.4以降 35,990

物価高騰に伴う委託料（人件費）及び光熱水費の

増額を理由に利用者から徴収する宿泊料等の値上

げ：０％

広島市ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 14 中央市場場内関係事業者への支援【臨時の措置】

①広島市中央卸売市場の開設者として、生鮮食料品等流通の基幹的な

社会インフラとしての市場機能を保全するため、物価高騰に加え、電

気料金の上昇によって負担が増加している中央市場の場内関係事業者

に対し、実費徴収する電気料金を減額することで負担を軽減する。

②電気料金の減額に伴い減少する歳入に対応する一般会計からの繰入

金。

③2,085,002円≒1.8円×1,158,384kWh（令和6年3～4月使用分）、

557,285円≒0.9円×619,266kWh（令和6年5月使用分）、4,247,686円

＝2.0円×2,123,843kWh（令和6年8～9月使用分）、2,578,830円≒1.3

円×1,983,838kWh（令和6年10月、令和7年1～2月使用分）

④実費徴収により電気料金を負担している中央市場の全ての場内関係

事業者

⑦中小企業等に対するエネルギー価格

高騰対策支援
R6.4 R7.4以降 9,469

実費徴収により電気料金を負担している中央市場

の全ての場内関係事業者に対する減額を100%実施

する。（対象者：卸売業者：4者、仲卸業者：42

者、関連事業者等：52者）

広島市ホームページ 特別高圧

広島県 広島市 34100 15
公立保育園等光熱費高騰への支援事業【臨時の措

置】

①光熱費高騰の影響を受ける市内の公立保育園等に対して、光熱費の

高騰分を支援することで、市内公立保育園等の運営の安定化を図る。

②公立保育園等の光熱費の高騰分

③R5年度の光熱費とR6年度光熱費見込み額の差額、87施設分の合計

27,216千円

④公立保育園及び認定こども園

⑨推奨事業メニュー例よりも更に効果

があると判断する地方単独事業
R6.4 R7.4以降 27,216

光熱費高騰の影響を受け運営に支障が生じた公立

保育園等の数：０園
広島市ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等

広島県 広島市 34100 16 公立学校等光熱費高騰への支援事業【臨時の措置】

①光熱費高騰の影響を受ける市内の公立学校等に対して、光熱費の高

騰分を支援することで、市内公立学校等の運営の安定化を図る。

②公立学校等の光熱費の高騰分

③R5年度の光熱費とR6年度光熱費見込み額の差額、小学校268，608

千円（140校分合計）、中学校106，438千円（63校分合計）、高等学

校28，156千円（8校分合計）、特別支援学校10，207千円（1校分合

計）、幼稚園4，261千円（19校分合計）

④小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園

⑨推奨事業メニュー例よりも更に効果

があると判断する地方単独事業
R6.4 R7.4以降 417,670

光熱費高騰の影響を受け運営に支障が生じた公立

学校等の数：０校
広島市ホームページ 公立学校施設

広島県 広島市 34100 17

物価高騰に伴う私立保育園等への支援（給食食材費

高騰分追加措置）（令和６年度物価上昇分）【臨時

の措置】

①物価が高騰する中にあって、保護者等の負担を増やすことなく私立

保育園等において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、

食材購入に要する経費の補助等を行う（教職員の給食費は含まな

い）。

②私立：負担金、補助及び交付金

③R5年度の食材費とR6年度の食材見込額の差額

私立：保育所　34,718千円（95施設分合計）、認定こども園　53,047

千円（70施設分合計）、幼稚園　1,643千円（25施設分合計）、小規

模保育事業所及び事業所内保育事業所　4,322千円（62施設分合計）

④私立：保育所、認定こども園、幼稚園（新制度移行）、小規模保育

事業所及び事業所内保育事業所

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R6.4 R7.4以降 93,730

物価高騰を理由に保護者から徴収する管理費等の

値上げを実施した施設：０
広島市ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等

広島県 広島市 34100 18

物価高騰に伴う私立保育園等への支援（給食食材費

高騰分追加措置）（令和７年度への繰越分）【臨時

の措置】

①物価が高騰する中にあって、保護者等の負担を増やすことなく私立

保育園等において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、

食材購入に要する経費の補助等を行う（教職員の給食費は含まな

い）。

②私立：負担金、補助及び交付金

③R7年度の食材見込額

私立：保育所　61,431千円（85施設分合計）、認定こども園

112,380千円（82施設分合計）、幼稚園　3,903千円（29施設分合

計）、小規模保育事業所及び事業所内保育事業所　9,970千円（62施

設分合計）

④私立：保育所、認定こども園、幼稚園（新制度移行）、小規模保育

事業所及び事業所内保育事業所

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.3 R7.4以降 187,684

物価高騰を理由に保護者から徴収する管理費等の

値上げを実施した施設：０
広島市ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等

広島県 広島市 34100 19
物価高騰に伴う保育園等給食食材購入費の追加措置

（公立）（令和６年度物価上昇分）【臨時の措置】

①物価高騰に直面する保護者等の負担を増やすことなく、公立・私立

保育園等において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、

食材購入費を追加措置する（教職員の給食費は含まない）。

②公立：需要費（委託料、賄材料費）

③R5年度の食材費とR6年度の食材見込額の差額

公立：保育所67,728千円（86施設分合計）、認定こども園245千円

（1施設）

④公立：保育所、認定こども園

②エネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯支援
R6.4 R7.4以降 67,973

物価高騰を理由に保護者から徴収する管理費等の

値上げを実施した施設：０
広島市ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等



広島県 広島市 34100 20
物価高騰に伴う保育園等給食食材購入費の追加措置

（公立）（令和７年度への繰越分）【臨時の措置】

①物価高騰に直面する保護者等の負担を増やすことなく、公立・私立

保育園等において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、

食材購入費を追加措置する（教職員の給食費は含まない）。

②公立：需要費（委託料、賄材料費）

③R7年度の食材見込額

保育所　127,553千円（86施設分合計）、認定こども園　463千円（1

施設）

④公立：保育所、認定こども園

②エネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯支援
R7.3 R7.4以降 128,016

物価高騰を理由に保護者から徴収する管理費等の

値上げを実施した施設：０
広島市ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等

広島県 広島市 34100 21
物価高騰に伴う学校給食に関する負担軽減（令和６

年度物価上昇分）【臨時の措置】

①物価高騰に直面する保護者の負担を増やすことなく、小・中学校等

において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、食材購入

費を追加措置する（教職員の給食費は含まない）。

②学校給食の食材調達をしている一般財団法人広島市学校給食会への

委託料等（食材料費）

③小学校分：40,329千円（8円×延504万1,128食）、中学校分：

20,330千円（10円×延203万2,929食）　合計：60,659千円

④小・中学校等の児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯支援
R6.4 R7.4以降 60,659

物価高騰を理由に保護者から徴収する給食費単価

の増額を０円とする。
広島市ホームページ 給食

広島県 広島市 34100 22
物価高騰に伴う学校給食に関する負担軽減（令和７

年度への繰越分）【臨時の措置】

①物価高騰に直面する保護者の負担を増やすことなく、小・中学校等

において栄養バランスや量を保った給食が提供できるよう、食材購入

費を追加措置する（教職員の給食費は含まない）。

②学校給食の食材調達をしている一般財団法人広島市学校給食会への

委託料等（食材料費）

③小学校分：554,863千円（49円×延1,132万3,737食）、中学校分：

274,484千円（58円×延473万2,479食）　合計：829,347千円

④小・中学校等の児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯支援
R7.2 R7.4以降 839,047

物価高騰を理由に保護者から徴収する給食費単価

の増額を０円とする。
広島市ホームページ 給食

広島県 広島市 34100 23
物価高騰に伴う高齢者配食サービス事業者への支援

【臨時の措置】

①原油・物価高騰の影響によって厳しい経営状況に置かれている高齢

者配食サービス事業者が、サービスの質を維持しつつ安定的な事業運

営ができるよう支援する。

②安否確認及び配達に要する経費

③40円/食（配達区域が中区等の中心部）×524,987食＋50円/食（配

達区域が安佐南区等の周辺部）×292,750食

④広島市高齢者配食サービス委託事業者

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.2 R7.4以降 35,635

高齢者配食サービス事業者のサービスの質を維持

し、安定的な事業運営を支援するため、対象の事

業者に支援金を１００％支給すること。

広島市ホームページ 介護サービス事業所・施設等

広島県 広島市 34100 24
物価高騰に伴う社会福祉施設等への支援(救護施設

分）【臨時の措置】

①物価が高騰する中にあって、介護・障害福祉等サービスの質を維持

しつつ安定的に事業運営ができるよう、社会福祉施設等に対して支援

金を支給するもの。

②食材料費の上昇相当額

③物価高騰の影響額3,000円×12か月×60人

④救護施設

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.2 R7.4以降 2,160

社会福祉施設等の介護・障害福祉等の質とサービ

スを維持し、安定的な事業運営を支援するため、

対象の社会福祉施設等に支援金を１００％支給す

ること。

広島市ホームページ 障害福祉サービス事業所・施設等

広島県 広島市 34100 25
物価高騰に伴う社会福祉施設等支援事業（介護分）

【臨時の措置】

①物価高騰の影響を受けながらも介護サービス等の質を維持する社会

福祉施設等の安定的な事業運営を支援する

②物価高騰に伴う経費増に充当するための支援金

③入所系626施設425,304千円＋通所系534事業所43,068千円＋訪問系

1,083事業所18,781千円＝487,153千円

④高齢者の入所系施設、通所系及び訪問系事業所等

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.2 R7.4以降 487,153

社会福祉施設等の介護・障害福祉等の質とサービ

スを維持し、安定的な事業運営を支援するため、

対象の社会福祉施設等に支援金を１００％支給す

ること。

広島市ホームページ 介護サービス事業所・施設等

広島県 広島市 34100 26
物価高騰に伴う社会福祉施設等支援事業（障害分）

【臨時の措置】

①物価高騰する中にあって、障害福祉サービス等の質を維持しつつ安

定的に事業運営ができるよう、社会福祉施設等に対して支援金を支給

するもの。

②物価高騰に伴う経費増に充当するための支援金

③入所系（779人×36,000円）+通所系（2,859人×12,000円）＋訪問

系（1,489台×7,000円）＝72,775千円（障害自立支援課分）

（※R6月利用者数×年単価・車両台数×年単価）

④障害者の入所系施設、通所系事業所及び訪問系事業所等

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.2 R7.4以降 72,775

社会福祉施設等の介護・障害福祉等の質とサービ

スを維持し、安定的な事業運営を支援するため、

対象の社会福祉施設等に支援金を１００％支給す

ること。

広島市ホームページ 障害福祉サービス事業所・施設等

広島県 広島市 34100 27
物価高騰に伴う社会福祉施設等支援事業（精神分）

【臨時の措置】

①物価が高騰する中にあって、介護・障害福祉サービス等の質を維持

しつつ安定的に事業運営ができるよう、社会福祉施設等に対して支援

金を支給する

②物価高騰に伴う経費増に充当するための支援金

③月利用者数211人×単価12,000円≒2,532千円（精神分）

④障害者の通所系事業所

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.2 R7.4以降 2,532

社会福祉施設等の介護・障害福祉等の質とサービ

スを維持し、安定的な事業運営を支援するため、

対象の社会福祉施設等に支援金を１００％支給す

ること。

広島市ホームページ 障害福祉サービス事業所・施設等

広島県 広島市 34100 28
物価高騰に伴う児童養護施設等への支援【臨時の措

置】

①⾧期化する物価高騰の影響を受けながらも福祉サービスの質を維持

する児童養護施設等が安定的に事業運営できるよう、支援金を支給す

る。

②物価高騰に伴う経費増に充当するための支援金

③

年額：8,000円×13施設（259人）、里親委託児童数：51人

④児童養護施設、乳児院、ファミリーホーム、自立援助ホーム、里親

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、

公衆浴場等に対する物価高騰対策支援
R7.3 R7.4以降 2,480

物価高騰への支援として効果的であったことを確

認するため、アンケート実施により、有益であっ

た旨の回答率が大半の施設等となる80％を目標と

する。

広島市ホームページ 児童養護施設等



広島県 広島市 34100 29
指定管理料の追加措置（既定予算分）【臨時の措

置】

①原油価格・物価高騰による光熱費の高騰の影響を受けた指定管理者

が施設を適切に管理運営できるよう、指定管理料を追加措置する。

②交付金を充当する経費内容

追加措置する指定管理料

③積算根拠、④事業の対象

福祉センター9,855千円、総合福祉センター2,529千円、湯来福祉会館

1,855千円、老人福祉センター1,400千円、老人いこいの家1,150千

円、広島市皆賀園2,139千円、火葬場及び納骨堂5,254千円、森林公園

2,960千円、竜王公園385千円、可部運動公園341千円※その他の指定

管理施設においても、光熱費高騰の影響が認められる場合は必要に応

じて追加措置を行う。

⑨推奨事業メニュー例よりも更に効果

があると判断する地方単独事業
R6.4 R7.4以降 27,868

原油価格・物価高騰による光熱費の高騰の影響に

よって指定管理業務の継続が困難となり、運営に

支障が生じた公の施設の数：０施設

広島市ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 30
指定管理料の追加措置（補正予算分）【臨時の措

置】

①原油価格・物価高騰による光熱費の高騰等の影響を受けた指定管理

者が施設を適切に管理運営できるよう、指定管理料を追加措置する。

②交付金を充当する経費内容

追加措置する指定管理料

③積算根拠、④事業の対象

まちづくり市民交流プラザ2,391千円、公民館22,457千円、図書館

9,733千円、区民文化センター（中区除く）32,313千円、現代美術館

13,305千円、こども文化科学館2,472千円、江波山気象館922千円、交

通科学館4,578千円、郷土資料館822千円、文化交流会館18,094千円、

区スポーツ施設105,571千円、クアハウス湯の山12,931千円、筒瀬運

動広場97千円、平和記念資料館12,259千円、広島国際会議場22,003千

円、広島市留学生会館3,257千円、火葬場及び納骨堂21,637千円、こ

ども療育センター19,944千円、文化創造センター、中区民文化セン

ターおよび国際青年会館11,900千円、安佐動物公園5,205千円、植物

公園2,219千円、中央公園1,252千円、広島広域公園30,186千円、新牛

田公園及び牛田総合公園1,386千円、西部埋立第五公園1,713千円、瀬

野川公園1,336千円、佐伯運動公園2,134千円、特定環境保全公共下水

道及び農業集落排水処理施設8,441千円

⑨推奨事業メニュー例よりも更に効果

があると判断する地方単独事業
R6.4 R7.4以降 370,558

原油価格・物価高騰による光熱費の高騰の影響に

よって指定管理業務の継続が困難となり、運営に

支障が生じた公の施設の数：０施設

広島市ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 広島市 34100 31
地方公共団体発注の公共調達における価格転嫁の促

進（公共調達）（当初予算分）

物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治体の公共調達に

おいて労務費を含めた価格転嫁を促進する。

②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分

③価格転嫁分に相当する金額 100,000千円

工事（変更契約、再入札、その他） 4件、役務（変更契約、その他）

3件、物品調達（その他）3件

※件数については、価格転嫁の状況により必要に応じて追加する。

④物価高騰の影響を受ける中小企業

⑦中小企業等に対するエネルギー価格

高騰対策支援
R6.4 R7.4以降 660,000

全契約（10件）において、実質的に賃上げにつな

がる価格転嫁を実施
広島市ホームページ 公共調達

広島県 広島市 34100 32
地方公共団体発注の公共調達における価格転嫁の促

進（公共調達）（補正予算分）

物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治体の公共調達に

おいて労務費を含めた価格転嫁を促進する。

②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分

③価格転嫁分に相当する金額 100,000千円

工事（変更契約、再入札、その他） 4件、役務（変更契約、その他）

3件、物品調達（その他）3件

※件数については、価格転嫁の状況により必要に応じて追加する。

④物価高騰の影響を受ける中小企業

⑦中小企業等に対するエネルギー価格

高騰対策支援
R6.4 R7.4以降 660,000

全契約（10件）において、実質的に賃上げにつな

がる価格転嫁を実施
広島市ホームページ 公共調達


